
　大北森林組合補助金不正問題は県政史
上かつてない不祥事であり、日本共産党
県議団が求める資料の開示も十分にはさ
れず、林務委員会審議にも制約があり、
いまだに事案の解明がなされたとはいえ
ません。県議会のチェック機能が問われ
る事態であり、百条委員会の設置をこれ
以上棚上げすることは許されません。
　10月６日、党県議団は長野県議会と
して大北森林組合補助金不正問題解明の
ための百条委員会設置を議長へ申し入れ
ました。
　また、本会議において「現地職員だけ
賠償責任を負わせ、本庁の幹部職員を不
問にすることは県民や職員の理解が得ら
れない」と、知事を質しました。
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日本共産党県議会報告

大北森林組合補助金不正事件
　　百条委員会設置を議長に申し入れ（10月６日）

こんにちは 日本共産党県議団です

　北朝鮮は９月３日に６回目の核実験を強行し、今年だけで13回もミサイ

ルを発射。周辺国や世界平和を脅かしています。９月28日の県議会で「北

朝鮮の核実験及びミサイル発射に抗議する決議」を提案し、全会一致で採

択されました。

　一方、安倍政権は「対話のための対話は意味が無い」と、北朝鮮の核実

験に対し米国トランプ政権とともに圧力一辺倒の姿勢です。偶発的な戦争

状態に陥る懸念があるため、「対話による北朝鮮半島の非核化の推進を求

める意見書案」も提案しましたが、こちらは賛成少数で採択されませんで

した。

　大北森林組合の不正受給問題を受けて、県組織全体を統括する責任から

知事や副知事の給与を２から３ヶ月間10％減額する条例案が提案され、可

決されました。昨年２月議会でも減給を議決しており、知事の２度の減給

は異例なものです。

　日本共産党県議団は、①県政史上かつてない不祥事であり、県民の信頼

を著しく損なう大問題であること、②歴代知事や副知事、林務部長等の県

幹部の関与を含め全貌は解明されておら

ず、知事は７年もの間繰り返された不正に

ついて「県の組織的な関与は無い」と繰り

返すのみであること、③現地職員11人のみ

に賠償責任を負わせることで幕引きが図ら

れる恐れがあることから、現時点での減給

処分は時期尚早であると反対しました。

北朝鮮の核実験ミサイル発射に対し
　　　　　　　抗議決議を全会一致で採択

大北森林組合問題での知事給与削減に反対討論

　県内でも過労死が相次いでいます。長野労働局が監督指導

した584事業所のうち、約４割の238事業所で過労死の危険ラ

インとされる月80時間を越える時間外労働が判明していま

す。

　日本共産党県議団は、長時間労働をなくすために県と労働

局が共同し、取り組みを抜本的に強化することを求めました。

長時間労働をなくそう

　自家用車がない高齢者などに要望が強い、自家用車による

運送サービス（自家用有償運送）について県の位置づけを質

しました。

　企画振興部長は、自家用有償運送は地域の交通網を補完す

る重要な役割を果たしており、関係者と連携し地域の実情に

あった公共交通のために積極的にかかわっていくと答弁。各

地に広がるよう引き続き求めていきます。

自家用車による
　　　　運送サービスの推進を




